
111 

 

ソフトウェア特許に関する事例分析 

 

A Case Study on Software Patents 

 

堀  内    明  

HORIUCHI Akira 

 

In Japan, the patentability of software has been changed.  Before 1990's, 

software-related inventions could not be patented independently, but they could 

be applied in case of combining hardware and software.  After early 2000's, 

software-related inventions could be patented by themselves. 

Answering the questions about software patents requires that each patent 

should be examined in detail.  The analysis of each of patent will outline the 

details of the patent itself followed by the issues surrounding the patent.  By 

examining the details of three software patents, a better understanding of what 

constitutes a legitimate software patent will become clear.  

 

 

１．はじめに 

 ハードウェア特許だけでなく、ソフトウェアに関連する特許申請が増

加している。しかし、ソフトウェア分野では登録率が際立って低い状況

１）であり、ソフトウェア特許の意義に疑問を呈する意見もある。 

 特許などの知的財産権問題２）は、産業界全体の課題である。独占的な

ポジションを得るための戦力的な意味は勿論のこと、特許侵害により他

社から訴追されることを防ぐための防衛的な側面も重要である。自社で

は当然と考えていた技術が、他社によって特許として取得され、ビジネ

スに支障が生じる場合も考えられる。このような防衛的特許３）の成立は、

ソフトウェア業界に与える影響が大きい。 

 ソフトウェア業界では常識となっている技術が、特許庁により特許と
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して認められるケースも考えられる。このような場合に備えてＪＩＳＡ

４）では、ガイドブックを刊行し、特許庁に資料として提出している。こ

のガイドブックでは、一般に利用されているソフトウェア技術を集め、

この種の技術は業界にとって当たり前の技術であり特許に値しないとし

て、特許庁に注意を促している。 

 

２．ソフトウェア特許に関する審査基準の変遷 

 特許庁側は、ソフトウェア関連発明を審査する際には審査基準に基づ

いている。最初の審査基準は、1975年 12月の「コンピュータプログラ

ムに関する発明についての審査基準（その１）」である。この審査基準５）

はコンピュータプログラムを利用した装置、方法について発明であるか

どうかの判断基準を示した。 

 その後、マイクロコンピュータ関連の特許出願が増加したことにより、

1982年 10月に「マイクロコンピュータ応用技術に関する発明について

の審査運用指針」を発表した。この審査運用指針では、マイクロコンピ

ュータが果たす複数の機能の実現手段を「特許請求の範囲」に記載して

あれば、それは「装置」の「発明」であると認められた。 

 さらに、1988年 3月には、「コンピュータ・ソフトウェア関連発明の

審査上の取扱い」が発表された。この取扱いでは、実体として独立した

装置構成としてとらえられるもの」および「ソフトウェアがハードウェ

ア資源の特定の性質や構成を利用して作成されているもの」を「発明」

であるとしている。 

 以上のように、1988 年 3 月以降は３つの審査基準の併存状態が続い

た。これらを整理統合し、国際的なハーモナイゼーションを図る目的で、

1993 年に改訂審査基準６）が策定された。この審査基準によると、ソフ

トウェア関連発明は、「手順」として表現できるときには、「手順」を特

定することにより、「方法」の発明として特許請求の範囲に記載すること
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ができる。複数の機能の結合として表現可能なときには、機能実現手段

とそれらの結合関係を特定することにより、「物」の発明として特許請求

の範囲に記載可能である。 

 その後、特許庁は改定審査基準の見直しを行い、1997 年 2 月に新運

用指針を策定した。この運用指針は、特許法上の発明であるか否かを明

らかにする「産業上利用することができる発明」部分と「コンピュータ・

ソフトウェア関連発明」部分とに分かれている。 

 近年になると、インターネットの普及により、サーバからネットワー

クを介してプログラムがパソコンにダウンロードされるようになった。

特許庁は、このような新しい利用形態に対しても適用できるように運用

指針を改定し、2000年 12月に改訂審査基準７）として発表した。この改

訂審査基準では、ビジネス関連発明を含むソフトウェア関連発明の成立

性を次のように明確にしている。 

（１）特許法上の発明に該当すること 

   「自然法則を利用した技術的思想の創作のうち高度なもの」が「 

発明」と定義されているが、ソフトウェアによる情報処理がハード

ウェア資源を用いて具体的に実現されている場合、つまり、ソフト

ウェアとハードウェア資源とが協調した具体的手段によって、使用

目的に応じた情報の演算・加工を実現することにより、使用目的に

応じた特有の情報処理装置またはその動作方法が構築される場合

は、そのソフトウェアは「発明」とみなされる。 

（２）特許法上の進歩性を有すること 

   特定分野に関する技術的常識や一般常識と、コンピュータ技術分 

野の技術常識を有し、研究開発のために通常の技術的手段を用いる

ことができ、設計変更などの通常の創作能力を発揮でき、かつその

発明の属する技術分野の出願時の技術水準にあるものをすべて自

らの知識とすることができるものが、引用発明の組合せや適用に技
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術的な困難性がない場合には、特段の事情がない限り、進歩性は否

定される。 

 改訂審査基準を受けて特許庁は「特許にならないビジネス関連発明の

事例集」を発表した。この事例集は、①発明とはいえないビジネス関連

発明の事例、②明細書の記載が不備となるビジネス関連発明の事例、③

進歩性がないとして拒絶されるビジネス関連発明の事例から構成されて

いる。 

 以上のような数度に及ぶ審査基準の改訂を経て、２００２年には特許

法が改正された。そのねらい８）は、コンピュータ・ソフトウェアという

無体物であっても、特許法における「物」の発明に包含されることを、

法文上も明確にするということであった。具体的には、特許法２条１項

３号の規定において、「物」についてが「物（プログラム等を含む）」に

改められ、「物の発明」にプログラムが含まれることが明確にされた。こ

の法改正に対応する形でコンピュータ・ソフトウェア関連発明について

の新たな審査基準が策定された。この新審査基準では、ソフトウェアと

特許法上の「発明」との関係についても、「ソフトウェアによる情報処理

がハードウェア資源を用いて具体的に実現されている」ことをもって、

当該ソフトウェアを「自然法則を利用した技術的思想の創作」たる「発

明」であるとしている。 

 

３．ソフトウェア特許の出願事例 

 ソフトウェア特許の出願事例９）としては、以下のようなものがある。 

 ①基本ソフトウェアに関する事例 

  ・ソート処理方式 

  ・ジョブ実行管理方式 

  ・対話システムのプログラム制御方式 

  ・端末システムの立ち上げ方式 
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  ・コマンド実行制御方式 

  ・リレーショナル型データベースの検索方式 

  ・索引の更新処理方式 

  ・ファイルアクセス方式 

  ・データベースのデッドロック対応処理方式 

  ・データベースの更新方式 

  ・分散ファイル管理方式 

  ・共有ファイル更新制御方式 

  ・学習型データベース処理システム 

  ・パラメータ受け渡し方式 

  ・ファイル退避方法 

  ・プリントサーバ 

  ・バッファ管理方式 

  ・ネットワークアドレス管理サーバ 

  ・コマンド構文解析方式 

  ・データベースシステムの機密保護方式 

  ・プログラムの自動並列処理方式 

  ・関係データベースのアクセス方式 

  ・コンパイラの処理方式 

  ・日本語入力のフロントエンドプロセッサ 

  ・コンパイラの最適化方式 

  ・マルチウィンドウ制御方式 

  ・トランザクション異常終了処理方式 

  ・テキストデータの圧縮方式 

・プロセス管理方式 

・情報処理装置およびその制御方法 

②アプリケーション・ソフトウェアに関する事例 
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・アプリケーションソフトウェアの設定システム 

・デジタルメディアレンダラーでコンテンツを再生する方法 

・未加工データを処理するシステム 

  ・手形現物管理システム 

  ・自動空き室検索方式 

  ・利用客用列車検索システム 

  ・入場予約管理システム 

  ・株式公開の支援システム 

  ・注文伝票処理システム 

  ・伝票照会方式 

  ・出荷管理システム 

  ・物流管理システム 

  ・商品分析システム 

  ・駐車場案内システム 

  ・スケジュール管理システム 

  ・税処理システム 

  ・入退場管理システム 

  ・店舗出納システム 

  ・商品販売方式 

  ・見込先顧客管理システム 

 

４．ソフトウェア特許の登録事例 

 既に、登録されているソフトウェア特許の事例１０）としては、以下の

ようなものがある。 

 ①基本ソフトウェアに関する事例 

  ・辞書自動更新装置 

  ・データベース・システム 
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  ・外部割込み処理制御方式 

  ・ディスパッチング方式 

  ・プログラム作成装置 

  ・プログラム変換装置 

  ・仮名漢字変換装置 

 ②アプリケーション・ソフトウェアに関する事例 

  ・需要予測方式 

  ・食堂管理システム 

  ・企業モデル・シミュレーション・システム 

  ・ホテルの無人化システム 

  ・財務、在庫等の管理のための装置 

  ・在庫管理装置 

  ・生産工程管理方式 

  ・自動フロント・システム 

  ・個人関連情報の蓄積処理システム 

  ・取引処理装置 

 

５．ソフトウェア特許の審査基準 

 特許庁の審査基準は、「発明」と認められるソフトウェアの類型と「発

明」とは認められないソフトウェアの類型を示している。しかし、特許

庁の「審査基準」は法律によって裏付けられているものではないので、

審査官がこの「審査基準」に法的に拘束されるわけではない。したがっ

て、ソフトウェア技術のように進歩が急速な技術領域の場合には、「審査

基準」および実際に特許となっている事例を考察することが必要である。 

（１）発明であること 

 特許法では、「発明」１１）を「自然法則を利用した技術的思想の創作の

うち高度のものをいう」と定義しており、自然法則を利用しないものは、
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それが技術的思想の創作であったとしても、「発明」に該当せず特許の対

象にはならない。ハードウェア資源が単に使用されているに過ぎないと

き、すなわち「コンピュータによる情報処理を前提としたものであるこ

とを明示したに過ぎない」場合には、自然法則を利用したことにはなら

ない。このような場合を「ハードウェア資源の単なる使用」１２）と呼ん

でいる。 

①自然法則が利用されているソフトウェア 

 自然法則が利用されているソフトウェアとしては、ハードウェア資源

に対する制御を行なうソフトウェアと、対象の物理的・技術的性質に基

づいて情報処理を行うソフトウェアがある。ハードウェア資源に対する

制御には、一般に、制御対象の物理的・技術的性質に基づく自然法則が

利用されていると考えられている。また、制御系に特定のハードウェア

資源が適用されている場合にも自然法則を利用したものとされる。実例

として、以下のものが挙げられている。 

 ・マルチプログラミング実行制御方法 

   この発明は、タスクの待ち行列を用いてタスク単位にＣＰＵ、メ

モリ等のハードウェア資源を効率的に割り当てることであり、ハー

ドウェア資源である処理装置の制御に関するものである。 

 ・コンピュータによる画像処理方法 

   この発明は、画像を光学的読取手段で読み取った物理量として画

像データを取り扱っており、画像データに係る物理的性質を利用し

ている。 

 ・ディジタル信号の伝送エラー検出方法 

   この発明は、伝送系における２値化されたディジタル信号は、そ

の伝送系に依存した確率でビット反転を生ずるという物理的性質

に基づいている。 

②ハードウェア資源が利用されているソフトウェア 
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 アプリケーション・ソフトウェア分野の場合には、ソフトウェアによ

る情報処理自体には自然法則の利用が認められないが、ハードウェア資

源が利用されているときには、その発明は自然法則を利用したものとい

える。実例として、以下のものが挙げられている。 

 ・階層的メニュー選択によるコマンド入力方法 

   この発明は、表示装置、入力装置、記憶装置、処理装置をハード

ウェア資源として利用している。記憶装置には、複数のメニューを

階層的に関連付けて記憶させるとともに、メニューとコマンドとの

対応関係を記憶させ、これらのハードウェア資源を組み合わせるこ

とにより、記憶装置から順次階層メニューを読み出して編集・表示

し、コマンド入力を行っている。このようにハードウェア資源を組

み合わせた構成は、ハードウェア資源の単なる使用ではなく、ハー

ドウェア資源の利用である。 

 ・かな漢字変換方法 

   この発明は、ハードウェア資源として、リスト記憶部と漢字記憶

部を有しており、語数とアドレスを記憶するリスト記憶部と漢字記

憶部という論理構成を利用して、漢字記憶部に記憶されている漢字

の熟語にアクセスしている。ハードウェアをこのように論理的に組

み合わせた構成は、ハードウェア資源の単なる使用ではなく、ハー

ドウェアの利用である。 

③自然法則が利用されていないソフトウェア 

 ソフトウェアによる情報処理に自然法則が利用されていないソフトウ

ェアは、「発明」とは認められない。実例として、以下のものが挙げられ

ている。 

 ・コンピュータにより自然数 nから n+kまでの和を求める計算方法お

よび装置 

   この情報処理は、数式を用いて数学的操作を行っているに過ぎず、
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ソフトウェアによる情報処理に自然法則が利用されているとはい

えない。 

 ・衣料製品の売上予測装置 

   この情報処理は、各シーズンごとに売れる衣料製品の売上傾向を

過去の実績にもとづいて予測する装置である。この予測に利用され

ている法則は、自然法則ではなく、経済法則である。また、「売上

実績データ」を「売上実績ファイル」に記憶させるという限定があ

るが、この限定は計算に必要となるデータを記憶することを明示す

るだけであり、「コンピュータによる情報処理を前提としたもので

ある」ことを明示しただけである。 

 

（２）特許要件 

 ソフトウェア発明が特許権として保護を受けるためには、特許要件１

３）を具備することが必要である。保護を受けるための要件１４）として、

産業上の利用可能性、新規性、進歩性の３要件がある。これらの要件を

満足したソフトウェア発明を特許適格１５）と呼んでいる。 

①産業上の利用可能性 

 「産業上利用できる発明をした者は特許を受けることができる」と特

許法に規定されているように、発明が特許を受けるための積極的な要件

の１つとして、「産業上の利用可能性」要件がある。この要件は、特許制

度の目的が産業の発達のために設けられていることから、産業上利用で

きない発明を保護する必要がないという考え方に基づいている。利用可

能性とは、当該発明が現実に直ちに産業上利用されることを必要とする

ものではなく、将来において利用される可能性を有すればよい。 

②新規性１６） 

 特許制度は発明の公開と引き換えに独占権が付与されるものであるか

ら、特許権が付与される発明は、新規の発明でなければならない。日本



121 

 

の特許法は、新規性を喪失する理由を列挙することにより、以下のよう

に新規性を定義している。 

（ａ）公然知られた発明  

 いわゆる「公知」であり、公知技術と表現される場合もある。公知と

は、発明が秘密状態を脱したものであり、たとえ１人が知っただけでも、

秘密状態を脱しているとして公知とされる。ソフトウェア発明の場合に

は、文献が少ないため公知例を発見することが難しい状況にある。した

がって、特許庁は業界では当たり前の技術でも、公知例を具体的に指摘

できないため、新規性を否定できないので、特許として認める場合１７）

がある。 

（ｂ）公然実施された発明 

 発明の内容を容易に知りうるような状態で実施１８）されたものがこれ

にあてはまる。不特定多数の者に知られうる状態になった場合であると

考えられる。 

（ｃ）刊行物に記載された発明 

 「刊行物」とは公衆に対し領布により公表することを目的として複製

された文書、図面、その他これに類する情報伝達媒体のことである。 

③進歩性 

 発明が特許を受けることができるためには、単に同一の発明がすでに

存在していないという新規性だけで十分とはいえない。通常の技術者が

容易に発明できるようなレベルのものは、進歩性または高度性がないと

して、特許を受けることができない。進歩性が認められないソフトウェ

ア発明として、以下のものがある。 

（ａ）他の応用分野への適用 

 あるソフトウェア発明に用いられている手順や方法は、他の応用分野

にも適用できる場合が多い。このような応用は当業者１９）が通常思い付

くことであるから、進歩性を否定される。 
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（ｂ）ハードウェア機能のソフトウェア化  

 ハードウェアの回路等で行っている機能をソフトウェアにより実現し

ようとすることは、当業者が通常考えることなので、進歩性は否定され

る。 

（ｃ）業務処理のシステム化 

 システム分析の手法やシステム設計の手法により、業務処理をコンピ

ュータ化することは、当業者の通常の能力によって実現されるので進歩

性は否定される。 

 

６．ソフトウェア特許の分析 

 ソフトウェア特許として登録されているもののなかからアプリケーシ

ョンに属する二つの事例に関して以下のような分析を行った。 

（１）発明の名称：財務、在庫等の管理のための装置 

[特許請求の範囲] 

 少なくとも財務管理および在庫管理を含む独立した複数種類の管理の

ための装置であり、表示装置と入力装置とメモリ装置と出力装置と処理

装置とから構成され、表示装置は少なくとも、借方および貸方科目に関

する項目ならびに商品に関する項目を順次入力させるための、財務管理

および在庫管理に共通の振替伝票フォーマットを表示するものであり、

メモリ装置は上記振替伝票フォーマットを用いて入力されたデータを振

替伝票ごとにストアする複数の記憶場所を有する仕訳ファイルと、複数

の科目について管理処理に必要なデータを各科目コードに対応してスト

アする科目マスタファイルと、複数の商品について管理処理に必要なデ

ータを各商品コードに対応してストアする商品マスタファイルと、上記

仕訳日記ファイル中のデータのうち財務管理処理に関係するデータを振

替伝票ごとにストアする仕訳日記蓄積ファイルとともに、上記仕訳日記

ファイル中のデータのうち在庫管理処理に関係するデータを振替伝票ご
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とにストアする在庫ファイルを含み、上記処理装置は、上記振替伝票フ

ォーマットを上記表示装置に表示させ、表示された振替伝票フォーマッ

トにしたがって上記入力装置から入力されたデータを上記仕訳日記ファ

イルにストアする第一の処理手段と、上記表示装置に表示された振替伝

票フォーマットにしたがって上記入力装置から入力されたデータを用い

て、上記科目マスタファイルの各科目コードに対応するデータおよび上

記商品マスタファイルの各商品コードに対応するデータをそれぞれ更新

する第二の処理手段と、上記仕訳日記ファイルにストアされている財務

管理処理に必要なデータを上記仕訳日記蓄積ファイルに転送してストア

するとともに、上記仕訳日記蓄積ファイルにストアしたデータと上記科

目マスタファイルの各科目コードとを関連付ける第三の処理手段と、上

記仕訳日記ファイルにストアされている在庫管理処理に必要なデータを

上記在庫ファイルに転送してストアするとともに、上記在庫ファイルに

ストアしたデータと上記商品マスタファイルの各商品コードとを関連付

ける第四の処理手段と、上記入力装置から入力された出力指令に応答し

て、特定の管理のために必要なデータを、上記仕訳日記ファイル、科目

マスタファイル、商品マスタファイル、仕訳日記蓄積ファイルおよび在

庫ファイルの少なくともいずれか１つから読み出して、上記特定の管理

のためのフォーマットにしたがって上記出力装置から出力させる第五の

処理手段を含んでいる、財務、在庫等の管理のための装置。 

[発明内容の分析] 

 本発明は、装置に関する特許のような外観を呈しているが、その本質

は財務・在庫管理のアプリケーション・ソフトウェアに関する発明であ

る。上記特許請求の範囲に記述されている処理手段とは、プログラムま

たは処理プロセスである。本発明を分析すると以下のとおりである。 

①発明であること 

 本発明は、アプリケーション・ソフトウェアに関するものであるから、
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「発明」と認められるためには、ハードウェア資源が利用されているソ

フトウェアであるか、または情報処理に自然法則が利用されていること

が必要である。本発明は、ハードウェア資源として、「表示装置」、「入力

装置」、「メモリ装置」、「出力装置」、「処理装置」を限定しているが、こ

れはコンピュータによる情報処理を前提としていることを明示したに過

ぎないので、ハードウェア資源の単なる使用であり、ハードウェア資源

が利用されているとはいえない。 

 また、本発明の処理内容は、一般的な経理処理のコンピュータ・シス

テム化であり、自然法則が利用されているとはいえない。したがって、

審査基準に基づけば、本発明の成立性を否定するのが正当である。  

②進歩性 

 本発明は人間が行っている業務処理のコンピュータ化であるが、その

実現が通常のシステム分析手法やシステム設計手法を利用して、当業者

によりなし得るかどうかが進歩性の判断基準となる。本発明は、伝票に

よる振替処理のコンピュータ・システム化であり、マスタファイルとし

て「科目マスタファイル」、「商品マスタファイル」、データファイルとし

て「仕訳日記ファイル」、「仕訳日記蓄積ファイル」、「在庫ファイル」な

どが設けられている。本発明中のファイル類、伝票フォーマット類、処

理手段は当業者であれば日常的なシステム設計手法により容易に導きだ

せるものであり、進歩性を認めることは正当ではない。 

 

（２）発明の名称：システム設計装置およびデータウェアハウス設計シ

ステム 

[特許請求の範囲] 

[請求項１] 

 ビジネスで取り扱う業務について、正規化された複数の要素と各要素

の属性および要素の関係を使用して前記業務の業務内容を表現するビジ
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ネスモデルデータを記憶するビジネスモデル記憶手段と、前記ビジネス

モデルデータ記憶手段に記憶されたビジネスモデルデータに基づいて、

データウェアハウス実装形式に従って設計され、前記複数の要素の属性

を項目とする雛形テーブルを記憶する雛形テーブル記憶手段と、ユーザ

の入力指示を受け付けて、該入力指示に従って、既存データベースシス

テムが処理しているデータのデータ項目と前記雛形テーブルのデータ項

目との対応関係を設定する対応付け手段と、前記対応付け手段の設定に

従って、前記対応付け手段によって対応付けられた既存のデータベース

システムの各データ項目のデータを前記雛形テーブル群の対応するデー

タ項目のデータに移動するためのコマンド列から構成される変換情報を

生成する変換情報生成手段とを備えることを特徴とするシステム設計装

置。 

[請求項２] 

 前記ビジネスモデルデータ記憶手段に記憶されているビジネスモデル

データの属性と前記雛形テーブルのデータ項目の意味内容を示したデー

タディクショナリを記憶するデータディクショナリ記憶手段と、前記デ

ータディクショナリ記憶手段に記憶されている意味内容を、ユーザの確

認用に出力するディクショナリ出力手段とをさらに備えることを特徴と

する請求項１に記載のシステム設計装置。 

[請求項３] 

 前記変換情報生成手段は、前記既存のデータベースシステムのデータ

を前記雛型テーブル群に適合したデータに変換するために、操作者が前

記変換情報生成手段が生成した変換情報を編集するための編集画面を提

供する手段をさらに備えることを特徴とする請求項１に記載のシステム

設計装置。 

[請求項４] 

 既存のデータベースシステムのデータを入力するデータ入力手段と、
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前記データ入力手段により入力されたデータを、前記変換情報に従って、

前記雛形テーブルに適合するデータに変換し、変換したデータをデータ

ウェアハウスに格納する変換手段をさらに備えることを特徴とする請求

項１，２または３に記載のシステム設計装置。 

[請求項５] 

 前記対応付け手段は、既存のデータベースシステムのデータ項目と前

記雛形テーブルのデータ項目とを表示する表示手段と、ユーザの入力指

示に応答し、前記表示手段により表示された既存のデータベースシステ

ムのデータ項目と前記雛形テーブルのデータ項目との対応するもの同士

を選択する選択手段とから構成されることを特徴とする請求項１，２，

３または４に記載のシステム設計装置。 

[請求項６] 

 前記対応付け手段は、ユーザの入力指示に応答し、既存のデータベー

スシステムのデータ項目と前記雛形テーブルのデータ項目との対応する

もの同士を選択する手段を備え、前記変換情報生成手段は、前記既存の

データベースシステムの選択されたデータ項目のデータを前記雛形テー

ブルの対応するデータ項目のデータに移動するためのコマンド列を生成

する手段を備え、前記変換手段は、前記変換情報生成手段により生成さ

れたコマンドを実行することにより、既存のシステムのデータを前記雛

形テーブルに適合したデータに変換し、データウェアハウスに格納する

ことを特徴とする請求項４に記載のシステム設計装置。 

[請求項７] 

 前記対応付け手段は、ユーザの入力指示に応答し、既存のデータベー

スシステムのデータ項目と前記雛形テーブルのデータ項目との対応する

もの同士を選択する手段を備え、前記変換情報生成手段は、ユーザの入

力指示に応答し、前記既存のデータベースシステムの選択されたデータ

項目のデータを前記雛形テーブルの対応するデータに変換するための変



127 

 

換テーブルを選択する手段を備え、前記変換手段は、選択された前記変

換テーブルに設定されている変換情報に従って、既存のデータベースシ

ステムのデータを前記雛形テーブルに適合したデータに変換し、データ

ウェアハウスの格納することを特徴とする請求項４に記載のシステム設

計装置。 

[発明内容の分析] 

 本発明は、ノウハウを再利用することができるデータウェアハウスの

設計装置およびデータウェアハウス生成システムに関するものである。

本発明により、データウェアハウスを容易に構成することができる。 

 従来は、ビジネスに使用されるコンピュータシステムの構成において

は、ビジネスの内容およびルールを詳細に分析して、データをどのよう

に使用するか、どのようにデータベースに格納するか等を含めて、その

ビジネスに最適化するようにシステムを構成している。このため、さま

ざま場面で同様な分析・解析および設計が繰り返されていた。しかし、

同一業種の類似したシステムにおいて、同様の設計を繰り返すことは基

本的に労力の無駄である。特に、システムの分析・解析は高度な専門知

識と能力を有するシステムエンジニアが行う必要があり、これらのエン

ジニアを拘束することはコスト的にも高いものになっていた。 

 システムを効率よく設計する手法として、データウェアハウスが注目

されている。しかし、データウェアハウスを構築するためには、データ

ウェアハウスにデータを移行・登録するための仕組みを開発しなければ

ならない。データウェアハウスの構築に関しては、データウェアハウス

自体として発展性のある製品を短期間に低コストで開発することは困難

である。また、データを移行・登録する部分については、従来手作業で

なされており、移行・登録の効率が悪かった。 

 この発明は、上記実情に鑑みてなされたものであり、容易にシステム

を設計・製造できる装置およびシステムを提供している。 
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①発明であること 

 上記目的を達成するため、この発明のシステム設計装置は、ビジネス

で取り扱う業務について、正規化された複数の要素と各要素の属性およ

び要素の関係を使用して業務内容を表現するビジネスモデルデータを記

憶している。本発明では、通常の設計工程がビジネスルールおよび雛形

データベース群として予め用意されているので、個別に設計を行う必要

はない。最初にビジネスを特定し、その業務内容を分析・解析し、業務

に関連する各要素とその属性を概念的に整理し、データ項目が重複しな

いよう最適化されたビジネスモデルを作成している。ビジネスモデルは

１つのビジネスに１つ設計する。例えば、金融等のビジネスにおいては、

多種多様の業務が存在するが、これらを詳細に分析して、１つのビジネ

スモデルを設計している。このビジネスモデルは、各種のビジネスを詳

細に分析し、モデル化の対象業務について、その業務に関連する各要素

とその属性をオブジェクト指向方法論にしたがって概念的に整理し、各

要素相互の関連を表現したものである。換言すると、このビジネスモデ

ルは、そのビジネスで取り扱われる普遍的な要素をモデル化したもので

ある。 

ビジネスモデルデータに基づいて、データウェアハウスは実装形式に

従って設計される。また、既存のデータベースシステムのデータを入力

し、変換情報に従って変換したデータをデータウェアハウスに格納する

こともできる。 

 この発明では、ビジネスモデルデータの生成、雛形テーブルの記憶、

既存データベースを変換するための変換情報生成、データディクショナ

リの記憶、変換情報生成手段により生成されたコマンドの実行、データ

ウェアハウスの生成のためにソフトウェアによる情報処理がハードウェ

ア資源を用いた具体的手段により実現されているので、発明の成立性を

認めることができる。 
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②進歩性 

 本発明が、ビジネスに適用可能なビジネスルールおよび雛形データベ

ースを用意していること、業務に最適なビジネスモデルデータを作成で

きること、ビジネスモデルデータに基づいて、データウェアハウスを実

装できること、雛形テーブル群の対応するデータ項目のデータに移動す

るためのコマンド列を備えていることは、通常のシステム分析手法およ

びシステム設計手法を用いた日常的作業で可能な程度を超えている。シ

ステム化のためには、技術的な困難性がある。したがって、当業者の通

常の創作能力の発揮には当たらないので、進歩性を認めることは正当で

ある。 

 

７．ビジネス方法特許 

 ビジネス方法特許２０）とは、主にコンピュータを活用してビジネスを

行なう方法、あるいはその方法を実施するためのシステムを発明の対象

として保護する特許２１）である。言い換えれば、ビジネス方法特許とは、

電子商取引に関する新しい方法２２）、あるいはシステムに関する特許で

ある。商取引の範囲は広く、ネット販売、金融、人材紹介、代理業務、

諸サービス業務等、現代社会における経済活動のあらゆる分野に及んで

いる。したがって、ビジネス方法特許は、インターネットの普及に伴い

開発された技術に係っている。 

 ビジネス方法特許が現代経済社会において最初に注目を集めたのは、

米国であった。1998 年 7 月の「ステート・ストリート銀行事件」２３）

がきっかけである。この事件では、投資管理方法に関する特許権者であ

るシグネチュア社に対して、実施権を求めるステート・ストリート銀行

は、交渉に行き詰まった結果、特許権の無効を主張して訴訟を提起した。

連邦地裁は、ステート・ストリート銀行の主張を認め、ビジネス方法は

特許権の対象とはなりえないとして、特許権無効を宣言したが、連邦高
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裁はこれを破棄して、特許権有効の判決を下した。 

 ビジネス方法特許は、ビジネス方法自体の新しさとそれを実現するた

めのソフトウェアの新しさが共存している点が問題を複雑２４）にしてい

る。ソフトウェアが進歩性を有していれば、問題はない。しかし、ビジ

ネス方法自体は新しく進歩性があるが、それを実現するためのソフトウ

ェアに新規性・進歩性がない場合には、判断が難しい。 

 特許庁は早くからビジネス方法関連発明は、コンピュータ・ソフトウ

ェア関連発明の一種という考え方をとっており、その発明の成立性の判

断は、コンピュータ・ソフトウェア関連発明の審査基準に従ってなされ

るという考え方をとっている。この考えのもとに、特許庁は、ビジネス

方法関連発明を安定的に審査２５）することを目指し、いくつかの対策を

とった。一つ目は分類の改正であり、二つ目はデータベースの整備であ

り、三つ目が審査基準の改定である。 

 

８．ビジネス方法特許の出願事例 

 ビジネス方法特許の出願事例２６）としては、以下のようなものがある。 

  ・自動情報送信端末器およびネットワークシステムの入力確認方法 

  ・タクシー検索システム、車載装置とそのプログラム、サーバ装置

とそのプログラム、およびビジネス方法 

  ・プレゼント配達ビジネス方法およびビジネスシステム 

  ・インターネットを利用した電力小売仲介業に関するビジネス方式 

  ・インターネットを利用した電気共同購入に関するビジネス方式 

  ・会員制店舗型インターネットオークション出品、落札代行のビジ

ネス方法およびシステム 

  ・パーソナルコンテンツのアーカイブおよびオンライン視聴サービ

スを提供するビジネス方法 

  ・画像配信システムおよび画像配信ビジネス方法 
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  ・ネットワークのパス構成のためのビジネス方法および装置 

  ・携帯端末貸出しとコンシェルジェによる地域案内の情報提供サー

ビスに関するビジネス方法 

  ・名詞ＩＤを活用した個人情報管理方法とビジネス方法 

  ・流通事業を活性化させるビジネス方法 

  ・インターネットを利用した販売取次仲介システム 

  ・バナー広告に関するビジネス方法  

  ・ワイヤレスインターネットアクセスシステムおよびこれを用いた

ビジネス方法 

  ・インターネット通信における有料情報提供と代金回収システムお

よびその方法 

  ・インターネットを利用したビジネスにおける商品注文メールのデ

ータ生成システム 

  ・家電製品の遠隔予約ビジネスシステムおよび方法 

  ・ネットワ－クマーケティングビジネス方法 

  ・商品開発、販売、修理サービスの相互の連携方法ならびに連携シ

ステム 

  ・インターネット住空間ＶＲシステムを用いたビジネス方法 

  ・情報提供ビジネス方法 

  ・施工データインターフェースと電気的仕様の追跡および発注シス

テム 

  ・ネットワークを介して技術サポートを提供するための方法 

  ・インターネット電話を利用したシステムとビジネス方法 

  ・ライフサイエンスビジネスのシステムおよび方法 

  ・圧縮されたディジタル情報の安全な配布および評価のためのシス

テムおよび方法 

  ・仮想チケット装置を通じて公共施設の状態情報を通信するビジネ
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ス方法およびシステム 

  ・医療装置システムにより実施される遠隔患者管理ネットワークシ

ステム 

  ・光学メモリカードベースの電子商取引ビジネス方法 

  ・ディジタルコンテンツの安全なライセンス供与システムおよび方 

   法 

  ・商品およびサービス競争入札用の目標価格システム 

  ・電子決済システム 

  ・新技術導入機器の販売促進に関するビジネスモデル 

  ・通信予約システムのためのビジネスモデル 

  ・おみやげ品の受注・配送に関するビジネスモデル 

  ・インターネットを利用した廃棄物の再商品化と販売に関するシス

テム 

  ・商品情報の提供方法、提供プログラム、提供システムおよびその

サーバ装置 

 

９．ビジネス方法特許の登録事例 

 既に、登録されているビジネス方法特許の事例２７）としては、以下の

ようなものがある。 

  ・プログラムに基づいた応答時間ベースの作業負荷分配技法 

  ・フレームワークシステム 

  ・ＣＴＩ機能を有するパソコン 

  ・モジュール型アプリケーション共同装置およびアプリケーション

間の共通運用性を与える方法 

  ・リスク改善シートを具備するリスクケアセット、ならびにリスク

ケアビジネスシステム 

  ・高速探索サーチおよびインデクシング法 
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  ・アプリケーション開発支援システムおよびアプリケーション開発

支援方法 

  ・クレジットカード認証システム 

  ・ユーザ通信装置および電子メールの送信または受信を制御する方 

 法 

  ・アプリケーション提供システムおよびアプリケーション提供方法 

  ・ビジネス・オフィス機器の分析方法および分析システム 

  ・通信処理方法および通信処理システム 

  ・分散情報確保ビジネスシステム 

  ・クライアントサーバ・コンピューティング・システム 

  ・データウェアハウス設計システム 

  ・ソフトウェア・システムを開発するためのコンピュータ・システ  

 ム 

  ・ＩＣカードで記憶されたトークンの再評価用システム 

  ・ユーザ生成データを収集および記憶する方法 

  ・ビジネス情報受配信コントロールシステム 

  ・クライアントサーバ・システムにおける長期トランザクションの

処理 

  ・外部的に制御されたコール処理システム 

  ・文書送信装置 

  ・車両ナビゲーション・システムにおける目的地の選択方法および

装置 

  ・オブジェクト指向地点間通信方法およびその方法を行なう通信装  

 置 

  ・汎用データ端末用の仮想ページャ 

  ・ビジネス支援データ処理装置 

  ・統合ビジネス用ネットワークシステム 
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  ・電子化書類回覧システム 

  ・交換機のビジネスグループサービス制御方式 

  ・電子商取引方法 

  ・電子商取引管理サーバおよび電子商取引管理方法 

  ・インターネットを利用した着信者負担電話サービス方法およびそ

のためのシステム 

  ・電子商取引における付加サービス提供方法 

  ・ロボットを用いた電子商取引システム 

  ・モバイル端末を用いた電子金融取引システム 

  ・インターネットを介したユーザ参加型ビルドアップタイプ商品販

売システム 

  ・ネットワーク・サービスのためのネットワークを介した実時間課

金方式 

  ・電子小切手システム 

  ・購買予約に応じた価格設定を行う販売中継システム 

  ・無線通信サービス提供システム 

   

１０．ビジネス方法特許の分析 

 ビジネス方法特許として登録されているもののなかからソフトウェア

に属する事例を抽出し以下のような分析を行った。 

発明の名称：インターネットを介したユーザ参加型ビルドアップタイ 

プ商品販売システム 

[特許請求の範囲] 

 一定の生産期間を要する農海産物または製造物である商品の購入申込

者に農海産物の育成シミュレーションソフトウェアあるいは製造物の製

作シミュレーションソフトウェアをインターネットを介して提供し、前

記購入申込者が一定期間内にシミュレーションソフトウェアを用いたシ
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ミュレーションゲームを履行し、前記シミュレーションを履行完了した

とき前記商品を入手できる条件で、その商品の生産開始時点でインター

ネットを介して購入申込みを受け付ける商品販売方法において、前記商

品の生産者から販売申し込みと、購入者からの購入申し込みとを受付け、

購入者のシミュレーション履行を管理する運営事業者のコンピュータシ

ステムであるＷｅｂサーバを備えた販売管理装置と、前記販売管理装置

にインターネットを介して販売申込受付および購入代金の電子商取引を

行う生産者端末機と、前記販売管理装置にインターネットを介して購入

申し込み、前記シミュレーションソフトウェアを受信し、購入者が定め

られたシミュレーションを履行し、履行状況を販売管理装置に送信する

購入者端末機と、販売代金と引き替えに前記購入者に送付された購入者

識別認証番号が記録された認証番号記録媒体とからなる販売管理システ

ムであって、前記購入者端末機は、前記認証番号記録媒体をその端末機

にセットし、インターネットを介して前記販売管理装置へ前記シミュレ

ーションソフトウェアと配信要求を行い、前記販売管理装置は、少なく

とも生産者およびその販売商品、購入者を管理するデータベースと中央

処理制御部とを備え、そのデータベースは、生産者登録会員テーブル、

販売条件テーブル、購入者テーブル、シミュレーションソフトウェアテ

ーブル、シミュレーション履歴テーブルからなり、前記中央処理制御部

は、前記生産者端末からの販売申込信号を受信し、生産者登録会員テー

ブルを検索して、登録を確認しその生産者に対し商品販売条件を返信す

るとともに販売条件を販売条件テーブルに記録する販売申込受付手段と、

前記購入者端末機からの要求信号により、前記販売条件テーブルの販売

内容と購入申し込みＷｅｂページ入力画面を送信し、購入者端末機から

の購入申込信号を受信し購入者テーブルに記録する購入受付手段と、購

入者の端末機にシミュレーションゲームソフトテーブルからシミュレー

ションソフトウェアを配信する配信管理手段と、購入者端末機から送信
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されたシミュレーション履行状況を受信し評価判定を行いシミュレーシ

ョン履歴テーブルに記録する履行評価判定記録手段と、販売条件で定め

た期日にシミュレーション履歴テーブルを検索し、シミュレーション終

了判定を行い、途中終了の購入者には次の段階のシミュレーションソフ

トウェアを配信し、最終段階終了の購入者に完了通知を送信し、生産者

に商品発送指示を送信するシミュレーション終了判定手段と、購入者の

シミュレーション作業を支援する情報を提供する支援情報提供手段と、

購入者からの購入代金の振込みの管理および生産者に対する販売代金の

振込みを行う電子銀行取引手段とを備え、前記購入者テーブルは、少な

くとも購入者の住所、氏名、性別、年齢、職業、電話番号、Ｅメールア

ドレスと、購入者を識別するユニークな認証番号とからなり、前記認証

番号は、前記シミュレーション終了判定手段によりシミュレーションの

途中段階の終了毎に変更され、最終終了段階で完成認定番号とし、さら

に、認定番号変更の都度インターネットを介して購入者端末機にセット

された認証番号記録媒体に記録する手段をさらに備えることを特徴とす

るインターネットを介したユーザ参加型ビルドアップタイプ商品販売シ

ステム。 

[発明内容の分析] 

 日常購入する商品のうち、育成期間を要する農海産物や製造期間を要

する製造物について、消費者は、その商品知識を得ることに関心を持っ

ている。これらの関心を満たすものとして育成シミュレーションゲーム

や製造シミュレーションゲームなどが提供されている。しかし、これら

のシミュレーションゲームは、単なる仮想ゲームであって、ゲームに参

加する楽しみとしては満足できるものではなかった。 

 また、育成期間を要する農海産物の育成者や製造期間を要する製造物

の製造者にとっては、生産者直販が望ましいが、購入者を募集するのが

難しかった。育成または製造期間の経費負担のための資金を準備しなけ
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ればならなかった。 

 本発明は、前述した点に鑑みてなされたものであり、その目的は、農

海産物や製造物からなる商品の購入者に、その育成や製造にかかる一定

期間を定めてシミュレーションソフトウェアを提供し、育成あるいは製

造の仮想体験を通じて商品購入の楽しみを倍加させることである。 

（１） 発明であること 

 この発明では、段階毎のシミュレーションソフトウェアの配信、シミ

ュレーション履行評価判定記録、シミュレーション終了判定、シミュレ

ーション作業の支援、販売代金の振込みを行う電子銀行取引、生産者の

登録、販売条件の記録、購入者の登録のためにソフトウェアによる情報

処理がハードウェア資源を用いた具体的手段により実現されているので、

発明の成立性を認めることができる。 

（２）進歩性 

 本発明は、インターネツトを介した業務処理であるが、その実現が通

常のシステム分析手法やシステム設計手法を利用して、当業者によりな

し得るかどうかが進歩性の判断基準となる。本発明では、プログラムと

して、シミュレーション配信手段、シミュレーション終了判定手段、電

子銀行取引手段が、データベースとして、生産者登録会員テーブル、販

売条件テーブル、購入者テーブル、シミュレーションソフトウェアテー

ブル、シミュレーション履歴テーブルなどが設けられている。本発明中

のテーブル類、処理手段は当業者であれば日常的なシステム設計手法に

より容易に導きだせるものであり、進歩性を認めることは正当ではない。 

 

１１．おわりに 

 特許庁の審査基準は、ガイドラインであり法的な拘束力はない。審査

官は基準を参照することを義務付けられているわけでもない。しかも、

判断の基準は基本的に属人的である。その結果、本論文で示した事例の
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ように、審査基準に基づけば当然特許性を否定されるべき請求に特許が

認められるケース２８）が発生している。個々の審査官が有しているソフ

トウェア技術に対する認識レベルを均一にすることが必要である。 

 特許庁は、先行技術文献に関するデータベース２９）の充実を図ってい

るが、ソフトウェア開発が世界的に広がっている現状において、完全な

公知文献調査は不可能であり、権利の安定性に関して問題がある。侵害

訴訟において、後に発見された公知文献により進歩性が否定され、権利

が無効と判断された例も珍しくない。特許庁は、データベース上のビジ

ネス関連分野の文献を充実させるため、金融・保険を含む経済団体・業

界に対して、審査に有用な先行事例情報・文献の提供を要請３０）してい

る。 

 ソフトウェアは、単なる一つの技術分野にとどまらず、すべての産業

の基盤になっているが、ソフトウェア特許は歴史が浅いため、そのあり

方についての議論が十分ではない。今後のソフトウェア産業の発展に、

この特許制度を調和させるような方策を、産業界が中心となって提案す

べき局面になっている。例えば、特許の品質を向上させるため、特許の

審査に対して様々な者が関与できる仕組みを構築し、第三者から納得を

得られるような制度に転換すべきであるという提案３１）がなされている。 

 米国では、進歩性の疑わしい質の低い特許を用いて企業を攻撃するパ

テントトロール３２）が社会問題化している。ソフトウェア関連の発明を

保護することは、産業上の意義があるが、ソフトウェア関連特許を行使

するあり方については疑念がある。質の低いソフトウェア関連特許をで

きる限り排除できるような仕組みの構築が必要である。 
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